第9章 フィリピン

本台　進

最近の動向： グローリア・マカパガル・アロヨ大統領が2004年5月に再選され，今後6年間の任期中にも引き続き慎重な経済政策がとられるという観測から，今年のフィリピン経済は前年に比べて，より明るいものになるだろう。たとえば，アロヨ政権は政府財政を改善し，赤字を生み出す国有企業を民営化しようと努力してきた。これに対応してアロヨ大統領は一般教書の中で収入を増大させるための8つの政策を提案した。これらの政策に進展がない場合に，フィリピンの信用格付けが下落するきっかけになりはしないかという懸念がある。しかし，11月下旬の時点でもこうした提言が1つも法案として可決されておらず，行く末はいまだ不透明である。

過去の経済的減速をみると，政治が重要な要因であることがわかる。たとえば，1986年のマルコス政権崩壊に先立つ混乱，1989年のクーデター後とアキノ政権末期の数年間にわたる混乱時には経済的に立ち行かなくなっていた。近年ではなかなか治まる気配のない治安問題が経済の足かせになるのではないと危惧されている。たとえば，2003年には青年将校グループが反乱を企てた。また，フィリピン共産党の軍事部門である新人民軍の活動, さまざまなイスラム教過激派によるミンダナオ島やその周囲の島々を中心とした地域での暴動はフィリピンの治安問題をますます悪化させている。この点でアロヨ大統領はアブ・サヤフをはじめとするテロリスト・グループを鎮圧するために2003年10月にアメリカからの追加的軍事支援を得ることに成功した。しかし，2004年にフィリピンがイラクにおいて人質となったフィリピン人労働者を救出するためにフィリピンがイラクから軍隊を撤退させたことで，両国の外交関係は一時，悪化した。

成長，生活水準，経済構造：　フィリピン政府が反対勢力に付け入る隙を与えている理由は，政府が過去20年以上にわたって生活水準の十分な上昇を国民に提供できなかったことにある。他のアジア諸国と比べれば，その差は歴然としている（他の章を参照）。たとえば，一人当たり実質GDPはマルコス政権が倒れる直前の最低を記録した1985年から2004年にかけてわずかに32％しか上昇していない（表9.1）。名目の米ドル，あるいは名目の国際ドルで評価した場合，この期間の生活水準はかなり上昇しているといえる。しかし，この場合にはこの期間を通して生じていた高インフレの影響が考慮されていない。一方，幼児死亡率や平均寿命には若干の改善が見られ，識字率と中等教育への就学率はかなりの改善を見せた。これらのわずかな生活水準の改善は見られたが，東，東南アジアではフィリピンは依然として最も貧しい国であり，ゆえにこれらの深刻な諸問題を緩和するためにも高い経済成長がぜひ必要なのである。

表9.1が示すように2004年のフィリピン経済は6.1％（推定）で成長したが，これはフィリピン経済にとって朗報である。6.1％というのは表1.2にある予測の中では一番高い値であるが，2004年の第3四半期までに記録した6.5％という値よりは低くなっている（Philippines, Central Bank of the Philippines，various years）。表1.2にまとめられている2005年の経済成長率の予測はさまざまである。しかし，ほとんどの予測が2004年の水準からは低下するだろうということを示唆している。人口成長率が比較的高いので，一人当たりGDP成長率はGDP成長率をかなり下回っている。2004年の経済成長が比較的良好であったものの，急速に増大する労働供給を吸収するには不十分で，失業率は2002～03年の10.2％から2004年には10.6に上昇している。一般に，失業率はアジア通貨危機以降高止まりしており，1998年以降9.6％以上を記録している。

需要サイドを見ると，財貨およびサービスの輸出が堅調で, 2003年にGDPに占めるシェアが43％であったが，2004年第3四半期まででみると48％とシェアを伸ばし, 2004年の高成長を支えたもっとも大きな要因である。また輸入も増大し，財貨と非要素サービスの純輸出（輸出マイナス輸入）はマイナスだが，対外赤字幅は2003年の－11.0％から2004年の第3四半期までで－7.5％に縮小している。設備投資と在庫投資のシェアは若干伸びているが，個人消費と政府消費のシェアは低下している。長期で見ると，個人消費のシェアは1980年代，90年代を通じて顕著に上昇している。そのため，政府消費を含めた経済全体の総消費シェアは大きく，過去20年間のほとんどを通じて80％を超えている。ゆえに健全な経済成長を達成するためには，この総消費がやはり伸びる必要がある。消費シェアが高いことはフィリピンの生活水準の低さをも物語っている。多くの家計があまりに貧しいために，貯蓄に回すお金がないことを示しているからである。同様に，フィリピンの固定資本投資シェアが小さいことも意味している。このシェアは1990年代を通じてほぼ5分の1から3分の１の水準であった。アジア通貨危機後，このシェアは低下したが，危機に見舞われたタイやインドネシア等の他のアジア諸国ほどではなかった。その後も固定資本投資シェアは企業家の意欲を掻き立てることもなく，22～23％（2000～04年）と低調だった。低い投資比率は実質GDPの低成長に結びつく。一方，2004年の株価の上昇（表9.2）は投資家たちが楽観的になってきていることを示し，2005年の固定資本が伸びる可能性を示している。

低成長を反映して，経済構造は過去20年間，他の東南アジア諸国ほど急激な変化を経験してこなかった。農業の就業者シェアは1985年の50％から2003年には37％に低下したにとどまった（表9.1）。農業からの労働力流出のほとんどが単純サービス産業へ流入した。一方で，製造業の就業者シェアは過去20年間9～11％と停滞している。農業の対実質GDPシェアは1985～86年の24～25％から2001～04年の19～20％にわずかに低下した。製造業の対実質GDPシェアはピークだった1989～91年の26％から1999～2000年，2002～04年の23％までわずかに低下している。フィリピンは過去20年間にいまだ工業化を成し遂げておらず，全般的な経済成長は農業とサービス業の動向に大きく左右されてきた。2004年には品質のよい米生産と運輸・通信業の高成長が重要だった。反対に，農業の成長は気候変動の影響を受けて循環的な下降局面にあった。たとえば，1998年には農業シェアが低下したが，これは主にエル・ニーニョ現象による旱魃の影響であった。

金融・財政政策： フィリピンでは政府の失政が低成長の要因であった。フィリピン経済には1980年代半ばから1991～92年にかけてとアジア通貨危機後の1998年に大きな落ち込みが観察される（表9.1）。これらの落ち込みはすべてインフレの進行と同時に起こっている。たとえば，1985年には18％，1990～91年にかけては13～17％，1998年には10％，それぞれGDPデフレータが上昇している（表9.2）。適切なマクロ経済政策が採られなかった結果，マネーサプライの対GDP比が上昇し，インフレの上昇を招いてしまった結果である。また，利子率は1985年，1990～91年，1997～98年に極めて高い水準になってしまった。しかし，近年，インフレ率はかなり低く抑えられており，2000年以降6.4％を超えていない。マネーサプライと利子率の低下が良好な経済活動と結びついているという事実は，フィリピンにおいてもさらに適切な金融政策が重要であるという証左でもある。本論ではGDPデフレータは2003年の3.7％から2004年には5.8％に上昇したと仮定している。この仮定は表1.2にみられる予測の中では最も高い値であるが，2003年の第3四半期から2004年の第3四半期までのGDPデフレータの伸び率は5.7％であった（Philippines, Central Bank of the Philippines，various years）ことを考慮すると，この仮定は必ずしも的外れではない。消費者物価指数は2003年に3.0％であったが，2004年（11月まで）には5.3％に上昇している。多くの予測値が消費者物価指数も2005年にはわずかながら上昇すると予測している。

財政赤字はフィリピン政府のもうひとつの長年の懸案である。表9.2が示すように，1986年，1990年，1999～2004年には財政赤字は絶対額でGDPの3％を超えていた。一向に好転しない近年の巨額の財政赤字はマクロ経済が近い将来再び落ち込むかもしれないという悪い予兆である。しかし，近年の巨額の財政赤字は高いインフレ率や巨額の経常収支赤字を伴っていないという点で，過去のものとは異なっている。むしろ，巨額の経常収支黒字と緩やかなインフレが経済にある種の余裕を与えている。加えて，2003年と2004年に財政上の進展があった。2004年の第3四半期までのデータに基づく速報値によれば，GDPに占める政府支出の比率が19％を下回る一方，GDPに占める歳入の比率が上昇を続けている。よって，財政赤字はGDP比で2002年の5.2％，2003年の4.7％から2004年には4.1％にまで低下した。しかし，赤字幅は依然として大きく，アロヨ大統領は税収の対GDP比率を上げることができず，フィリピンの信用格付けを引き上げることに失敗した。たとえば，タバコとアルコールの消費税を引き上げる法案は議会で骨抜きにされ，政府が当初思い描いたほど税収を上げることはできなかった。今後，法案が通るかどうか，追加的税収をいくら期待できるかといった問題は不透明である。ゆえに財政の逼迫は今後も依然として重大な関心事にならざるを得ないだろう。

対外取引と債務：　金融危機以前は, 投資支出に比較して貯蓄が少なかったため, 深刻な国際収支の問題を抱えていた。すなわち1990年, 93～94年, 96～97年には, 経常収支赤字がGDPの4％を超える規模であった（表9.2）。対外債務は, 1985～88年, 91年, 98～2004年にGDPの70％を超える高いレベルに達した。そのため1990年には, 外貨準備が輸入額の1ヵ月分にも満たない水準まで減少した。継続的で巨額の経常収支赤字と, その結果としての多額の対外債務累積は, 強いペソ売り圧力となり, 1989年の22ペソから93年の28ペソ, 1996年の26 ペソから97年の40ペソ, 1998年の40ペソから99年末の50ペソへと大きく減価した。1996年以降のペソ下落により, 経常収支の構造に著しく変化が現れた。財貨の輸入は1997年の360億米ドルから98年および99年には300億米ドルへと大幅に減少し, 2003年まで1997年水準には戻らなかった。対照的に, 財貨の輸出は大幅に増加し, 1997年の250億米ドルから2000年には370億米ドルに達し, 以前の慢性的経常収支の赤字を黒字へと転換させた。2001年には輸出入ともやや減少したが, その後再び回復した。その後310～340億米ドルへ後退している。こうした変化は, 通貨危機前の経常収支の慢性的赤字から黒字へと転換した主要な要因である。黒字幅は1999～2000年がとりわけ大きく（GDPの8～9％）, 2002～03年にはやや控えめの水準となった（GDPの4～5％）。他方, 輸出はわずかに下回る水準にとどまる見通しである（両年とも約360億米ドル）。2001年と03年には貿易収支がやや赤字になったが, 海外で働くフィリピン人労働者の仕送りが大部分を占める所得受取の増加によって, が経常収支は黒字にとどまった。 

投資収支の側面では, 1996年までにあらゆる項目で資本流入が増加した（表9.2）。対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの借入）は, 1994～96年に特に高い水準に達した。これら資本流入の増加は, 1996年と97年に短期債務と長期の民間負債を急速に増加させた。通貨危機後, これらの資金の流れは逆転し, 1998年に対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの借入）は, 外国の投資家と銀行が資金を引き揚げたため, マイナスになった。1999年には対内証券投資が危機以前の水準まで回復しているが, 2000～03年にはまた低い水準に戻っている。にもかかわらず, 2003年での対内証券投資の累積額は, いまだ外貨準備高より大きい。これは, もし外国投資家からの信頼が低下すれば, フィリピンは大量の資金流出によって厳しい影響を受けることを意味する。対内直接投資は1998年の通貨危機最中に23億米ドルという年間額の最高を記録した後, 99年には17億米ドルへ, その後には18億米ドルを超えることはなかった。2003年には, 対内直接投資が2億米ドルと低水準となった。2004年1～9月期には前年同期と比較して30％回復したのみで, まだ水準は低い（Philippines, Central Bank of the Philippines, various years）。こうした対内直接投資の減少は一般に, 治安の悪化, インフラ整備の遅れ, マクロ経済的不安定性などに起因している。

このような深刻な景気下降を繰り返した結果, IMFがフィリピンの債務危機とその余波への対処を手助けしようと, 最初の停滞期前から同国の経済に深く関わるようになった。事実, 同国のケースをIMFの支援プログラムがうまく機能しない実例として挙げるものもいるほどだが, そのような批判は非常に皮相なものである。むしろ, おそらくIMFの関与があったからこそ, フィリピンではアジア通貨危機の影響が比較的軽かったのである。2003年12月, IMFとフィリピンの経済チームの間で, 同国がもう1年ポスト・プログラム・モニタリング（PPM）を受ける必要があるとの合意が形成された。政府の財政赤字削減, 対外債務削減, 持続的なインフレ抑制がPPMの目標である。

品目別・国別の対外取引： あまり大きな変化がなかった生産や雇用の状況とは対照的に, 近年, 輸出は大幅な構造変化が見られた。農産物と原材料（主に鉱物）の輸出総額に占める割合が減少したことは, フィリピンが第一次産品輸出への依存から脱却したことを明白に示している。たとえば, これら2品目の輸出総額に占める割合は, 1985年には合わせて37％であったが, 1999年以降は6～7％以下に減少した（表9.3）。他方, 機械製品輸出の割合は, 1990年の12％から96年には57％, 2002年には76％にまで急増した。機械製品の中で最大品目はその他電気機器で, これは主にIT関連製品の部品からなり, ここ数年, 輸出総額のほぼ半分を占めている。ただし, United Nations Statistics Division （2004）およびPhilippines, National Statistical Office（various years）の推定に基づく表9.3のデータは, 1985～90年と1992～95年, 2004年において, 機械製品およびその他製品の輸出シェアを過小評価していることに注意する必要がある。これは輸出の相当部分（27～39％）を特殊取扱品・再輸出として扱っているためである。これに対して1991年と1996～2002年のデータでは特殊取扱品・再輸出がかなり少なく, この品目の大部分が機械製品の再輸出であることを示している。

輸入においても, 特殊取扱品のシェアが1985～90年, 92～95年, 2004年に大きく, この時期における輸入構造の変化を読み取ることは難しい。顕著な変化は, 輸入総額に占める機械製品のシェアが, 1991年の35％から1996～2003年には52％以上（2002年には60％）にまで急上昇したことである。輸入のうち比較的大きなシェアを占めているのは投資財である（そのほとんどが一般機械である）が, このシェアは通貨危機後の固定資本投資の減少を反映して, 1993～97年の11～12％から2002年の5％へと低下した。その他電気機器の輸入はずっと大きく, 1991年における輸入総額の16％から96年には21％へ, 2002年には37％へと増大した。この品目には, 組み立てのために輸入され, 最終製品として輸出される多くの部品が含まれている。事務用・電算機器の輸入シェアが急速に拡大したのも, 部品需要増大の要因と思われる。このことはフィリピンにおける電気機器関連産業の重要性が増大していることを反映している。ただし生産における構造変化は貿易構造の変化ほど急速ではない（たとえば, 電気機器のGDPに占めるシェアは, 1991年には1％, 96年には2％で, 2003年でもわずか3％である。Philippines, National Statistical Coordination Board，2003）。

米国はフィリピンにとって以前から最大の輸出市場であり，その輸出総額に占める割合は1984～98年に34～39％であった（表9.4）。しかし米国の景気後退を反映して，2003年には20％，2004年1～9月期には19％まで低下した。日本も2000～03年には15～16％, 2004年に19％, のシェアを占める重要な輸出相手である。欧州工業国のシェアは多年にわたり20％程度占めていたが，2003～04年には16％に低下した。対照的に中国と香港へのシェアが近年増し，2003～04年にそれぞれ 6％と8～9％となった。香港への輸出の約半分は中国へ再輸出されるものである（Hong Kong, Census and Statistics Department, various years a）。台湾, マレーシアとシンガポールのシェアが近年上昇し，2003～04年に6～8％に達した。日本，米国，欧州工業国は，輸入財の主要な供給元でもあった。1998年以降，輸入総額における米国と日本のシェアはそれぞれ20％で推移し，欧州工業国のシェアは約10％であった。また，香港，韓国，台湾とシンガポールは，2004年に6％強のシェアを占めていた。

フィリピンは，1985～2002年にわたって累計220億米ドルにもなる比較的大きな公的資金流入（純額）を受けた（表9.4）。この流入額は，1990年と1992～93年に年間20億米ドルを超えピークに達した後，1995～96年に減少し，その後1998～99年に通貨危機に伴う援助国からの支援で再び増加した。最も多額の公的資金援助を供与したのは日本であり，その半分以上を供給した。この次に，金額はかなり小さくなるが国際機関，米国と欧州が続く。フィリピンでは，海外からの銀行借入残高は比較的小さく，1997年の230億米ドルをピークに，その後いくぶん減少した。欧州の銀行からの借り入れが最も多く，そのシェアは，近年全体の2分の1を超えるほどに上昇している。過去には米国の銀行からの借入残高が大きかったが（1994～95年には全体の3分の1を超えていた），近年はわずか5分の1にまで低下した。

日本との経済関係： 1995～2003年には，日本はフィリピンに対して経常収支が黒字になっているが，これは貿易収支と所得収支の継続的な黒字による（表9.5）。他方で，サービス収支は常に赤字であった。所得収支では，主に証券投資収益やその他投資収益のため，黒字が続いている。日本で働くフィリピン人労働者の仕送りは，他の取引と比べて小さい。投資収支では，2002年には日本からの直接投資がかなり大きかったが，直接投資の全体的トレンドを反映して2003年前半には急減した。日本からの証券投資は1996年と2000～01年には大きかったが，その他の年では少ない。その他投資（主に貸付・借入）は，1998年に一時的に減少したが，99年にはかなり回復した。興味深いことに，1996～97年に，証券投資の負債項目，特に債券の負債において日本からフィリピンへの多額の資金流入が見られる。これはフィリピンの居住者が日本での証券投資を本国へ引き揚げていたことを示す。 

日本からフィリピンへの輸出は，主に機械製品に集中している（表9.5）。そのシェアは1993～2002年には66～75％にもなる。この品目の中でも，事務用・電算機器とその他電気機器の輸出が1993～2002年に急速に増加した。最近では，フィリピンから日本への輸出でも，機械製品のシェアが高まっている。1993年の機械製品のシェアはわずか28％ほどであったが，2001～03年には，そのシェアが65～70％になっている。一方，1994年に48％のシェアを占めていた農作物と原材料は，2000～02年には15％にまで低下した。

近年の日本からフィリピンへの直接投資のかなり大きな流れを反映して，フィリピンで操業している日本企業の現地法人数は1999年まで大きく増加したが，その後は停滞した（表9.6）。同時に，その従業者数も1999年および2000年まで大きく増加し，その後に増加は止まった。製造業現地法人が現地法人売上高総計の大半を占め，従業者数においても大半を占めている。これらの数字から，日本企業の現地法人が，上述の電気機械の輸出入増加に主要な役割を果たしていることが伺われる。
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